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○宇土市老人福祉センター条例 

平成１７年７月４日 

条例第２３号 

宇土市老人福祉センター条例（昭和４２年条例第１０号）の全部を改正する。 

（設置） 

第１条 本市は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１５条第５項の規定に基づき老

人福祉センター（以下「センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

宇土市老人福祉センター 宇土市新小路町１３８番地２ 

宇土市西部老人福祉センター 宇土市下網田町１９４２番地１ 

（事業） 

第３条 センターは、次に掲げる事業を行うものとする。 

(1) 生活、住宅及び身上等に関する相談及び指導に関すること。 

(2) 疾病の予防治療等に関する相談及び指導に関すること。 

(3) 身体機能の回復訓練に関すること。 

(4) 生業及び就労等の指導に関すること。 

(5) 教養の向上及びレクリエーションに関すること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、福祉を増進するために必要な事項 

（指定管理者による管理） 

第４条 センターの管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の

規定により、法人その他の団体であって市長が指定するもの（以下「指定管理者」という。）

に行わせることができる。 

（指定管理者が行う業務） 

第５条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 第３条各号に掲げる事業に関すること。 

(2) センター利用の制限に関すること。 

(3) センターの施設及び設備の維持管理に関すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、センターの運営に関する事務のうち市長が必要と認める

もの 

（利用時間） 

第６条 センターの利用時間は、午前９時から午後５時までとする。ただし、指定管理者が必

要があると認めるときは、市長の承認を得て、利用時間を変更することができる。 

（休館日） 

第７条 センターの休館日は、次のとおりとする。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(3) １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

２ 指定管理者は、特に必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、市長の承認を
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得て、臨時に休館日を変更し、又は設けることができる。 

（利用者の資格） 

第８条 センターを利用することができる者は、本市の区域内に住所を有する６０歳以上の者

その他指定管理者が適当と認めた者とする。 

（利用の許可等） 

第９条 センターを利用しようとする者は、指定管理者の許可を受けなければならない。ただ

し、次の各号のいずれかに該当する場合は、許可をしないことができる。 

(1) 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。 

(2) 施設又は設備を損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。 

(3) 管理上支障があると認められるとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者が適当でないと認めるとき。 

２ 指定管理者は、施設の管理上必要があると認めるときは、前項の利用許可について条件を

付することができる。 

（利用の制限） 

第１０条 指定管理者は、前条の規定にかかわらず利用者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、センターの利用を制限することができる。 

(1) 営利を目的とするとき。 

(2) 感染症等疾患を有するとき。 

(3) 他人に迷惑を及ぼすおそれがあるとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、センターの管理運営上支障があると認められるとき。 

（利用許可の取消し等） 

第１１条 指定管理者は、センターを利用する者が次の各号のいずれかに該当する場合は、利

用の許可を取り消し、又は利用の停止を命じなければならない。 

(1) 虚偽その他不正の行為により利用許可を受けたとき。 

(2) 利用許可の条件に違反したとき。 

(3) この条例に違反したとき。 

(4) 第９条第１項各号に該当することとなったとき。 

（利用料金） 

第１２条 センターを利用する者は、指定管理者にセンター利用に係る料金（以下「利用料金」

という。）を支払わなければならない。 

２ 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、あらかじめ市長の承認を得て、指定

管理者が定めるものとする。 

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（利用料金の減免） 

第１３条 指定管理者は、次に掲げる場合は、利用料金を減免することができる。 

(1) 生活、身上及び健康等の相談のみに使用するとき。 

(2) 指導、慰問その他老人の福祉を目的として使用するとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、指定管理者が特に必要と認めたとき。 

（利用料金の還付） 

第１４条 既納の利用料金は還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、そ

の全部又は一部を還付することができる。 
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(1) 利用者の責めに帰することができない事由により、利用することができないとき。 

(2) 利用者がその利用の前に、利用の取消し又は変更の申出をした場合において、指定管

理者が相当の理由があると認めたとき。 

（損害賠償義務） 

第１５条 利用者は、その責めに帰すべき事由によりセンターの施設等を損傷し、又は滅失し

たときは、これによって生じた損害を市に賠償しなければならない。ただし、市長が特別の

事情があると認めたときは、この限りでない。 

（市による管理） 

第１６条 第４条の規定による指定管理者の指定を行わないときは、市がセンターの管理を行

うものとする。 

２ 第６条から第１４条まで（第１２条第３項を除く。）及び別表の規定は、前項の規定によ

るセンターの管理について準用する。この場合において、第６条中「指定管理者が必要があ

ると認めるときは、市長の承認を得て」とあるのは「市長が認めるときは」と、第７条第２

項中「指定管理者は、特に必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、市長の承

認を得て」とあるのは「前項の規定にかかわらず、市長が認めるときは」と、第８条から第

１１条までの規定中「指定管理者」とあるのは「市長」と、第１２条の見出し中「利用料金」

とあるのは「使用料」と、同条第１項中「指定管理者にセンター利用に係る料金（以下「利

用料金」という。）を支払わなければ」とあるのは「センター利用に係る料金（以下「使用

料」という。）を納付しなければ」と、同条第２項中「利用料金」とあるのは「使用料」と、

「別表に定める額の範囲内において、あらかじめ市長の承認を得て、指定管理者が定めるも

の」とあるのは「別表に掲げる額」と、第１３条の見出し中「利用料金」とあるのは「使用

料」と、同条中「指定管理者」とあるのは「市長」と、「利用料金」とあるのは「使用料」

と、第１４条（見出しを含む。）中「利用料金」とあるのは「使用料」と、同条第２号中「指

定管理者」とあるのは「市長」と、別表中「利用料金」とあるのは「使用料」と読み替える

ものとする。 

（委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年条例第４０号）抄 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年条例第２６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

別表 

区分 利用料金 

１人１日につき 団体（２０人以上）又は回数券 

１人１日につき 

市内居住者 １００円 ８０円 

他市町村居住者 ３００円 ２４０円 

 


